
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※日付は、実際の出来事があった日と前後することがあります。出題範囲として指定された日付の前後の問題もチェックしておきましょう。 

  

 

月日 時事問題 解答

11/3

気象庁は3日、東京と近畿地方で冬の訪れを告げる「【①】」が吹いた、と発表した。

いずれも昨年より4日早かった。この日は、【②】の冬型の気圧配置となり、北寄りの

風が強まった。東京都心では午後1時43分に最大瞬間風速17.7メートル、大阪市では午

前10時52分に同10.8メートルを記録し、それぞれ発表の目安を満たした。

　①木枯らし1号

　②西高東低（せいこうとうてい）

11/4

防衛省は、クマ対策として、【①】を秋田県に5日から派遣すると発表した。箱わなの

設置や見回り、ハンターが捕獲したクマの運搬などを担う見通し。武器による駆除は

行わない。【②】防衛大臣は「派遣の準備はおおむね整った。明日以降、支援先の市

町村の準備が整い次第、順次活動を開始する」と述べた。

　①陸上自衛隊

　②小泉進次郎

11/5

今年4～10月のクマによる死傷者が少なくとも【①】人に上り、過去最悪の人的被害が

出た2023年度を上回るペースであることが分かった。【②】省のまとめでは、クマに

よる死傷者数の過去最多は23年度の年間219人で、10月末時点では182人だった。今年

度は10月末時点ですでに①人と、23年度と比べて、死傷者は10人以上多い。

　①196

　②環境

11/6

参院選で14議席を獲得した【①】党は、参議院本会議で代表質問に立てる勢力を確保

した。①党の神谷宗幣代表は、初めての代表質問に臨み、今夏の参院選で掲げた

「【②】」を強調し、提案する「日本国【③】罪」の創設について、高市早苗首相に

協力を呼びかけた。

　①参政

　②日本人ファースト

　③国章損壊（こくしょうそんかい）

11/7

赤沢亮正経済産業相は、再生可能エネルギー普及のために電気料金に上乗せされてい

る「【①】」をめぐり、その必要性を検証したいと述べた。再生可能エネルギーは近

年、【②】を中心に各地で景観や自然環境などへの影響が懸念され、地域とのトラブ

ルが相次いでいる。また、①が電気代の高騰を招いていると批判する声もある。2025

年度は1キロワット時あたり【③】円が上乗せされている。

　①再エネ賦課金（ふかきん）

　②メガソーラー

　③3.98

11/8

政府は近くまとめる総合経済対策に、【①】農林水産相が唱える「【②】」の活用を

盛りこむ方向で検討に入った。コメなどの購入に使える。自治体で使い方を決める

【③】を拡充し、国の推奨する使いみちとして明記する方向だ。

　①鈴木憲和（のりかず）

　②おこめ券

　③重点支援地方交付金

　＝地方交付税交付金（地方間の格差是正の

ための交付金）とは異なり、特定の政策目的

に対応するための臨時的・特別な財源

11/9

兵庫県の内部告発文書問題にからみ、今年1月に死去した竹内英明・元県議（当時50）

に関するデマをSNSで拡散して名誉を傷つけたなどとして、政治団体「【①】」党首

の立花孝志容疑者（58）を【②】容疑で逮捕したと発表した。

　①NHKから国民を守る党

　②名誉毀損（きそん）

11/10

盛岡市は、出没が急増しているクマに対し【①】の態勢を整えると明らかにした。市

内では今年度、過去最多の465件の出没（6日現在）がある。①は、自治体の判断で銃

器によるクマなどの駆除が可能になる仕組みで、先月施行された【②】法に基づき始

まりました。

　①緊急銃猟（きんきゅうじゅうりょう）

　②改正鳥獣保護管理

11/10

高市早苗首相は10日の衆院予算委員会で、【①】が発生し米国が攻撃を受けた際、日

本が【②】を行使できる「【③】」になりうるとの考えを示した自身の国会答弁につ

いて、「政府の従来の見解に沿ったもの」として撤回しない意向を示した。

　①台湾有事（ゆうじ）

　②集団的自衛権

　③存立危機事態

11/11

タイ政府は、隣国【①】との国境紛争をめぐる和平合意の履行を一時中止すると発表

した。国境付近で10日、地雷が爆発し、タイ軍兵士4人が負傷したのを受けた措置。和

平合意は、ノーベル平和賞受賞に意欲を見せるアメリカの【②】大統領が関税交渉を

絡めて両国に停戦を受け入れるよう圧力をかけ、10月に署名したが、わずか2週間あま

りで宙に浮くことになった。

　①カンボジア

　②トランプ

11/12
男性として生まれて女性を自認する【①】の選手をめぐり、国際オリンピック委員会

（【②】）が①の選手が女子競技に出場するのを禁止する方針だと報じた。

　①トランスジェンダー

　②IOC

11/13

政府が近くまとめる総合経済対策の原案が判明した。食料品高騰に対する「【①】」

などの支援や、中小企業の【②】を後押しするために、地方自治体が施策に使える

「【③】」を増やすことなどが柱。政権内では前年の13.9兆円を上回る規模を求める

声が高まっており、大規模な対策になる公算が大きくなっている。

　①おこめ券

　②賃上げ

　③重点支援地方交付金



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月日 時事問題 解答

11/14

全米野球記者協会（BBWAA）は、今季の大リーグの【①】（最優秀選手賞）を発表

し、ナショナル・リーグはドジャースの大谷翔平（31）が記者投票の【②】で選ばれ

た。【③】年連続4回目の受賞。

　①MVP

　②満票

　③3

11/15

高市早苗首相（自民党総裁）は国家安全保障戦略など安保関連3文書の改定に伴い、核

兵器を「持たず、作らず、持ち込ませず」とした【①】の見直し議論を与党内で開始

させる検討に入った。首相は、①のうち核兵器を「【②】」の概念が米国の【③】を

低下させかねないとして三原則の見直しを議論する方向だ。

　①非核三原則

　②持ち込ませず

　③核抑止力（かくよくしりょく）

11/16

朝日新聞社が電話で実施した11月15、16日の、全国【①】調査で、高市早苗内閣の支

持率は【②】%と、歴代屈指の高さを維持していることがわかった。首相の物価高対

応については、岸田文雄氏や石破茂氏が首相の当時は「評価する」という割合が1割台

に低迷することが多かったが、今回、高市首相については「評価する」が【③】%と

半数に迫る多さとなった。

　①世論

　②69

　③44

11/17

顧客らによる理不尽な要求などの【①】をめぐり、厚生労働省は、①の定義や典型的

な例などを盛り込んだ指針の素案をまとめた。指針の素案では、①を、職場で行われ

る❶【②】などの言動で、❷【②】許容される範囲を超えたものにより、❸【④】の

就業環境が害されるものとし、❶❷❸すべてを満たすものと定義した。

　①カスタマーハラスメント（カスハ

ラ）

　②顧客

　③社会通念上

　④労働者

11/18

政府が近くまとめる総合経済対策に、市販薬と成分や効果が似ている「【①】」を含

む薬剤の自己負担について、現役世代の【②】料負担の抑制につながるよう2025年度

中に制度設計した上で、26年度中に実施する方針を示す方向で調整していることがわ

かった。

　①OTC類似薬

　②保険

11/19

【①】市佐賀関（さがのせき）で発生した大規模な火災で、火は広い範囲に燃え広が

り、県災害対策本部によると、午前7時時点で110世帯170人が近くの佐賀関公民館に

避難した。19日午前8時時点で住宅など【②】棟以上で延焼し、焼失面積は約4万8900

平方メートルと発表した。

　①大分

　②170

11/20

自民党の鈴木俊一幹事長、日本維新の会の藤田文武共同代表が、自民党本部で会談

し、臨時国会での関連法案の提出を目指す【①】定数の1割削減について、【②】区か

らの削減に限定しない方針を確認したことがわかった。

　①衆院議員

　②比例

11/21
瀬戸内海で養殖の【①】が大量死している問題を受け、広島県【②】市は、市内の漁

協に所属する55の①養殖事業者に一律50万円を支給すると発表した。

　①牡蠣（かき）

　②呉（くれ）

11/22

南アフリカを訪問中の高市早苗首相は、【①】で主要20カ国・地域首脳会議

（【②】）に出席した。首相は「包括的で持続可能な経済成長」を議題にした会議に

おいて「ルールに基づく自由で公正な国際経済秩序を発展させ、世界経済の成長や

『自由で開かれたインド太平洋（【③】）』の実現につなげることが重要だ」と強調

した。

　①ヨハネスブルク

　②G20サミット

　③FOIP

11/23
大相撲【①】場所・千秋楽で、関脇【②】=ウクライナ出身、安治川部屋=が初優勝し

た。場所後の大関昇進が確実になった。

　①九州

　②安青錦（あおにしき）

　③ウウクライナ

11/24

絶滅のおそれがある希少種の国際取引を規制する【①】条約の締約国会議が【②】で

始まった。欧州連合（EU）などが提案する全ての【③】を対象とする取引規制が議論

される。③の約7割を輸入する日本は反対の立場で、採決の行方が焦点となる。

　①ワシントン

　②ウズベキスタン

　③ウナギ

11/25

政府は、【①】は日本が【②】権を行使できる「【③】」になりうるとした高市早苗

首相の国会答弁について、従来の政府見解を「完全に維持しており、見直しや再検討

が必要とは考えていない」とする答弁書を閣議決定した。

　①台湾有事

　②集団的自衛

　③存立危機事態

11/26

【①】委員会の安全性に関する審査を通った北海道電力【②】原発（北海道泊村）3号

機について、鈴木直道知事が28日の道議会で再稼働を容認する考えを表明すること

が、わかった。

　①原子力規制

　②泊（とまり）

11/27

【①】北部の新界地区にある高層住宅で2大規模火災が起きた。この高層住宅は、全棟

で修繕工事が行われており、建物の周りは【②】の足場が組まれ、緑色のネットで覆

われていた。外壁に設けられたネットやシートなどは防火基準を満たしていなかった

可能性も指摘されている。

　①香港（ほんこん）

　②竹



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月日 時事問題 解答

11/28

米軍【①】飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市【②】への移設計画で、防衛省は、②

北側の海への土砂投入を始めた。2023年末の国による「【③】」で工事が可能になっ

た区域での土砂投入は初めてとなる。

　①普天間（ふてんま）

　②辺野古（へのこ）

　③代執行（だいしっこう）

11/29

インドの南東にある【①】をサイクロン「【②】」が直撃し、これまでに334人が死

亡、370人が行方不明になっている。約5万6千世帯、19万6千人以上に被害が及んでい

るとしている。ディサナヤカ大統領は、①全土に非常事態宣言を出した。

　①スリランカ

　②ディトワ

11/30

東南アジアで熱帯低気圧「【①】」による豪雨を原因とする被害が拡大している。イ

ンドネシア政府は、スマトラ島北部を中心に発生した洪水で、442人の死亡が確認され

たと発表した。タイでも洪水による162人の死亡が確認されている。専門家は、太平洋

の中部から東部にかけての赤道付近で海面水温が低くなる「【②】」などの影響を指

摘している。

　①セニャール

　②ラニーニャ現象


